




・はじめに 

母子保健サービスの内容や方法は時代の要求により変化しているが,基本的に次のように

考える。 

1,全ての母子が不均衡なく基本的保健サービスが受けられるためには、地域格差が大きな

現状では,国や都道府県の責任が明確にされる必要がある。 

2.子供の時期は変化が激しく,対応する期間が短かい。サービスが継続され,かつ部分的で

なく健康・生活・社会面の総合として把握されることが重要である。 

3.母子保健のシステム化に伴い,個人データーのコンピューター処理が進む可能性が大き

い。公衆衛生上あるいは個人援助に必要な場合でも個人の秘密が保持され,母子の利益を犯

すことはさけられるべきである。 

4.個人の健康管理の主体は自分自身である。という原則を貫ぬきつつ、個人の手の及ばぬ

部分を支え,補うのが保健サービスと考えたい。そこで,富山県のサービスの実態を検討し

た。 


